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イニシアチブへの参加
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イニシアチブへの参加

国連グローバル・コンパクト(UNGC)

当社グループは、2014年5月にUNGCに賛同し、支持表明しました。UNGCとは、責
任ある社会の一員として持続可能な成長を目指す企業が、創造的なリーダーシップを
発揮するため世界的な枠組みづくりに参加する自発的な取組みです。当社グループは、
「行動基準」をもとに国際社会の良き一員としてUNGCの10原則を実践していきます。

当社グループは、サステナビリティ推進にあたり各種イニシアチブに参加しています。

人権
１．企業は、国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、
２．自らが人権侵害に加担しないよう確保するべきである。

労働

３．企業は、結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持し、
４．あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、
５．児童労働の実効的な廃止を支持し、
６．雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

環境
７．企業は、環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し、
８．環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、
９．環境に優しい技術の開発と普及を奨励するべきである。

腐敗防止
10．企業は、強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組む

べきである。

CDP 2025

2021年より企業の環境情報開示におけるグローバルスタンダードとして全世界で広く認知さ

れているCDPに回答しており、気候変動の分野で「A-」の評価を受けています。

日本気候リーダーズ・パートナーシップ(JCLP)

2022年7月に持続可能な脱炭素社会の実現を目指す企業グループJCLPに加盟しました。JCLP
への加盟により、パリ協定と整合する脱炭素社会の実現を後押しする意思と行動を社会に示
すとともに、自社の脱炭素化を推進することで、持続可能な社会の実現を目指します。グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン

JCLPへの加盟について

JCLP | 日本気候リーダーズ・パートナーシップ

気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)

2022年6月にTCFD提言に賛同するとともに、GX フューチャー・コンソーシアムに参画し、

TCFDの最終提言に基づく適切な情報開示を進めます。

TCFD提言に基づく開示

国連グローバル・コンパクト(UNGC)の10原則

一般社団法人日本港運協会

一般社団法人日本港運協会は、港湾運送事業の健全な発達に寄与することを目的とし、
全国のほぼ全ての港湾運送事業者によって組織されている中央団体です。同団体は
「ESG・SDGs対策委員会」等を設置し、同委員会では港湾分野向けに国土交通省が
創設した「みなとSDGsパートナー登録制度」への登録拡大に取り組んでいます。
当社も同制度に賛同し登録しています。

一般社団法人日本倉庫協会

一般社団法人日本倉庫協会は、倉庫業の健全な発達を促進し、公共の福祉に寄与する
ことを目的に設立された、倉庫業者が組織する団体です。
同団体は、カーボンニュートラル達成を目標に、会員事業者の環境対策に資する情報
発信やセミナー開催等により環境課題解決に取り組んでいます。
当社も会員事業者として協会活動に貢献しています。

https://www.ungcjn.org/index.html
https://www.mitsubishi-logistics.co.jp/news/2022/20220728_01.html
https://www.mitsubishi-logistics.co.jp/news/2022/20220728_01.html
https://japan-clp.jp/
https://japan-clp.jp/
https://www.mitsubishi-logistics.co.jp/esg_sdgs/environment/pdf/tcfd_2025.pdf
https://www.mitsubishi-logistics.co.jp/esg_sdgs/environment/pdf/tcfd_2025.pdf
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